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大苗造林によるシカ食害対策に関する研究（�）
―簡易な皮剥防護資材の効果―

堺 俊彰・吉村 武志

要 旨

造林木に対するシカ被害を軽減し、かつ、省力化を図る方法として、平成１２年度から大

苗造林を検討してきた。前報１）では樹高１２０㎝以上の大苗ならば、皮剥防護資材を併用する

ことにより、被害の軽減が可能であることを報告した。

そこで今回は、種々の簡易な皮剥防護資材を用いて、被害を軽減できる樹高の再確認と

皮剥防護効果について検討した。その緒果、大苗を植栽する場合には、樹高が１２０㎝以上

あれば被害の軽減が可能であることを再確認した。一方、皮剥防護効果については、資材

を主軸に巻きつければ効果が期待できることを確認した。

� はじめに

近年、造林木へのシカ食害が林業経営上、大きな問題となっている。現在、シカ被害を防ぐ方法とし

ては、物理的防護法として、周囲を柵で囲う防護柵や、苗木を１本ずつ囲うプラスチック等の素材で作

られた防護チューブが、また、化学的防護法として、忌避剤を苗木に散布する方法が一般的に用いられ

ている。しかし、防護柵は設置する際に多くの費用と手間が掛かり、設置後も維持管理を適正に行う必

要がある。防護チューブは苗木に１本ずつ設置することから、大規模な造林地では手間がかかりすぎる

ため、小面積あるいは急傾斜地等の防護柵設置が難しい場所に限られる。また、忌避剤は効果の持続す

る期間が半年程度のものが多く、しかも、薬剤散布後に生長した枝葉、梢端部分には薬剤が付着してお

らず、全く忌避効果を持たない。

そこで、より広く現場へ普及できる防護対策として、従来の施業方法を見直し、検討することにより

被害の軽減を図れるか、その可能性を探った。具体的には、下刈等の施業を省略でき、経費の節減が可

能と考えられる大苗による造林を検討した。

この試験は平成１２年度から行っており、これまでの試験結果から、高さ１２０㎝以上の箇所の被害は少

ないことと、一方、樹幹の皮剥を防護する対策が必要であることが分かった１）。

そのため、今回は平均樹高が１２０㎝程度の苗で種々の簡易な皮剥防護資材を用いて試験した。

� 方 法

平成１５年６月２６日、上勝町八重地の試験地にスギ大苗（実生苗）１５０本（平均樹高１２４㎝、平均地際径

９．８㎜）を植栽し次の試験区を設定して、苗木の被害状況（最高・最低被害高、被害箇所数及び皮剥の

有無）を調査した。

試験区は、農業用資材のフラッシュテープ２種類（「表面・赤色、裏面・銀色」以下「赤テープ」と

いう、「表面・金色、裏面・銀色」以下「金テープ」という。ともに幅１２㎜で光沢がある。）と防虫テー

プ（両面・銀、以下「銀テープ」という。幅２０㎜で光沢がある。）の３種類のテープを、それぞれ苗木

の梢端部から約２０㎝下の主軸に結び付け、垂らせたテープが風になびくことにより、皮剥だけではなく

枝葉食害防止効果も想定した３試験区と、針金及び生分解性テープ（東工コーセン株式会社提供。以下

「ポリテープ」という。）を、肥大生長を考慮して、それぞれ地際から主軸に緩やかに巻き付け皮剥を
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防ぐ２試験区、また、農業用の防鳥用永久磁石（磁

力２，３００ガウス。商品名「Bird mag」。以下「磁石」

という。）９個で苗木６０本を囲み、磁力によるシカ

ヘの忌避効果を狙った試験区及び無処理区の計７試

験区とした。

� 結果と考察

最初に、梢端部被害と枝葉被害の調査日ごとの最

高被害高を図－１と図－２に示す。

梢端部被害は、７月１０日、８月６日、１２月１５日の

調査時にのみ確認された。１２０㎝を超える高さでの

被害は少なかった。

枝葉については、いずれの調査時においても被害

が確認されたが、調査日、試験区ごとのばらつきが

大きく、試験期間を通じての明確な傾向を見出すこ

とはできなかった。また、枝葉部における１２０㎝を

超える高さでの被害は、７月１０日の磁石区と１０月９

日の赤テープ区のみであり、ほとんどの試験区では

１２０㎝を超える高さでの被害はなかった。これらの結果から、シカ被害を受けながらも生長を望むため

には、樹高１２０㎝以上の苗を植栽することが有効であることが確認された。

次に、各試験区のうち、梢端部被害を受けた苗の本数割合を図－３に、枝葉部被害を受けた苗の本数

割合を図－４に示す。

図－３をみると、夏季は梢端部被害がほとんどなく、最初の調査時における無処理区の２０％が目立つ

程度であるが、秋季以降は急激に増加し、最終調査

時には多くの試験区で１００％の被害となった。また、

図－４では、夏季は被害の多い試験区でも４０％程度

の被害であり、かつ、試験区によって被害割合はま

ちまちであったが、秋季以降、被害はいずれの試験

区でも急増し、最終調査時にはすべての試験区で

１００％となった。これは前報１）と同じ傾向で、夏季に

多くあったシカの餌植物が秋には減少し、それに伴

いシカが試験苗を食害し始めたものと考えられる。

図－５に被害を受けた高さの範囲を示す。細線は

各試験区の苗全ての被害箇所の中で最も高いところ

から最も低いところまでの範囲を表し、太線は各試

験区の苗全ての最高被害高の平均から最低被害高の

平均までの範囲を表している。この図から、被害高

は地際近くから梢端部付近まで及び、特に３０㎝前後

から１００㎝程度までの範囲で被害が多いことが分か

った。

被害の程度については、ほとんどの苗で多くの箇

図－１ 梢端部の最高被害高

図－２ 枝葉の最高被害高

図－３ 梢端部被害本数の割合

図－４ 枝葉被害本数の割合
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所の枝葉被害を受けた。試験開始時から秋季までは

被害箇所数は少なかったが、最終調査時までに、い

ずれの試験区でも１苗木当たり平均１５か所以上被害

を受け、樹形が棒状になったものが多かった。

結果的に赤テープ区、金テープ区及び銀テープ区

に期待された枝葉食害防止効果は認められず、ま

た、磁石区についても磁力のシカに対する忌避効果

はないものと考えられる。

皮剥害については、針金区及びポリテープ区は現

在のところ被害はないが、他の試験区では被害を受けたことから、皮剥防護資材は主軸に巻き付けるこ

とで効果が期待できると思われる。

� おわりに

これまでの試験結果から、樹高が１２０㎝以上ならば少なくとも梢端部へのシカ被害は回避できること

が分かった。また、大苗を植栽した場合に必要な皮剥防護資材については今回、主軸に巻き付けること

である程度の効果は確認したが、長期間有効な資材と施工方法の確立までには至らなかった。

一方、現在、大苗の供給体制ができていないことや苗木重量が大きいため植栽地が限定されるなどの

問題のほか、通常苗を植栽し防護柵を設置した場合との比較など、大苗造林にはこれらの課題を十分検

討する必要がある。

引用文献

１）川村英人・堺 俊彰・吉村武志：大苗造林によるシカ食害対策に関する研究、徳島県立農林水産総

合技術センター森林林業研究所研究報告２、１～４（２００３）．

スギ樹皮の有効利用法に関する試験

島村 雄三・吉村 武志

要 旨

粉砕した樹皮の家畜（乳牛）敷料としての可能性と土壌処理した場合の草本類に対する

発生抑制効果を検討した。その結果、従来のオガ粉敷料に比ベクレブシェラ菌や大腸菌等

の増殖量が多く、現段階では利用は困難であることが分かった。一方、草本類の発生抑制

効果については土壌被覆厚１５㎝以上、土壌容積に対する混合率５０％以上が有効であった。

� はじめに

近年、製材工場や木材市場で発生する「樹皮（バーク）」、また、林道開設時に発生する「根株」など

の木質系廃棄物の処理が問題となっている。特に、樹皮については「廃棄物の処理及び清掃に関する法

律」により平成１４年１２月以降から焼却処理が困難となり、製材業等関係者の経営を圧迫している。この

ため当研究所では、これら木質系廃棄物の利用法を様々な面から検討し、その実用化に取り組んでいる。

図－５ 枝葉被害の高さの範囲
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今回は現在の取組の中から、�スギ樹皮の畜産的
利用（スギ樹皮の持つ抗菌性に着目した家畜敷料と

しての利用）と、�スギ・ヒノキ樹皮の防草用マル
チング資材としての利用の２項目について報告す

る。

なお、本試験の一部は「新技術研究成果現地実証

事業」（国補）により実施した。

� 試験方法

１．スギ樹皮の畜産的利用試験 スギ樹皮中に含

まれる抗菌性成分に着目し、粉砕したスギ樹皮（以下、粉砕バークという）の家畜敷料としての可

能性について検討した。現在、本県の敷料素材はオガ粉が主流であるため、粉砕バークとオガ粉と

の比較試験を実施した。

試験は県畜産研究所の新牛舎育成牛房で平成１４年９月３０日から約２週間行った。また、今回の試

験では家畜に乳牛を用い、�敷料利用時の吸水性（含水率）及び脱臭性、�細菌（大腸菌（群）、
クレブシェラ菌、黄色ブドウ球菌）の繁殖状況を測定した。

なお、敷料の細菌数検査については県鴨島家畜保健衛生所、その他の項目については県畜産研究

所で実施した。粉砕バークの家畜敷料試験の状況を写真－１に示す。

２．スギ・ヒノキ樹皮の防草用マルチング資材としての利用試験 粉砕バークを土壌処理した場合の

草本類に対する発生抑制効果を検討した。

試験は当研究所の車両練習場で、スギ・ヒノキの粉砕バーク（全国CC緑化協会製品規格に則り

株式会社ふたば（愛媛県）で製造されたRC抗菌性樹皮繊維：抗菌性や腐朽性を高める特殊加工を

したもの）を土壌容積に対し１０％、３０％及び５０％の割合で混合した試験区と、土壌表面に５㎝、１０

㎝厚さに被覆した試験区、さらに粒状炭を５０％添加して被覆した試験区及び無処理区の計８試験区

を設定し、各試験区（３m×５mの１５㎡）における草本類の発生量を比較した。試験に用いた粉砕

バークを写真－２に、試験区の概要を表－１にそれぞれ示す。

なお、試験区は平成１４年１１月に設定し、平成１５年８月に各試験区内から５か所の標準地（各１㎡）

を取り、そこに発生した草本の種数と乾燥重量を測定した。

写真－１ 粉砕バークの家畜敷料試験の状況

表－１ 試験区の概要
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� 結果と考察

１．スギ樹皮の畜産的利用試験 敷料投入直後の

含水率は粉砕バーク、オガ粉ともほぼ２０％前後

であったが、試験期間中は粉砕バークの方がオ

ガ粉に比べやや高い含水率で上昇推移した。ま

た、投入直後、粉砕バークはオガ粉に比べ粒子

が細かく通気性が低いためか、敷料上面は糞尿

と混ざって泥状化し、下面は全く糞尿と混ざら

ない状態であった。しかし、牛房からの搬出時

（約２週間後）には均等に混ざり、全体が均質

な水分状態（含水率約６５％）となっていた。また、脱臭機能については機器による測定ではないも

のの、粉砕バークの方が試験期間の初期段階で脱臭効果が高かった。試験期間中の細菌の繁殖状況

を図－１から図－４に示す。

検査した大腸菌（群）、クレブシェラ菌（乳房炎の病原菌）、黄色ブドウ球菌のうち、大腸菌（群）、

クレブシェラ菌は粉砕バークの方がオガ粉に比べ試験期間後半に菌数が多くなり、これらの菌に対

する抗菌性はオガ粉よりも低かった。特にクレブシェラ菌による乳房炎は、急性の壊疽性乳房炎を

引き起こし乳牛に甚大な被害を及ぼすため、今回の試験設定条件で粉砕バークを乳牛の敷料として

利用することは難しいと分かった。

一般的に細菌は気温と湿度に著しく影響を受けるため、今回の試験で粉砕バークの含水率がオガ

粉よりも常に高い状態であったことから今後は、水分状態による影響も検討する必要がある。また、

粉砕バークの性質が粉砕方法や形状に大きく影響を受けることから、利用方法に応じた粉砕方法等

についても検討していく必要がある。

２． スギ・ヒノキ樹皮の防草用マルチング資材と

しての利用試験 設定直後の試験区の状況を写

真－３に、設定後９か月経過した状況を写真－

４に示す。また、各試験区の草本の発生種数と

乾燥重量を図－５に示す。

草本発生量（乾燥重量）が最も少なかったの

は試験区３（粉砕バーク５０％混合区、１５㎝敷厚）

であったが、無処理区（５８７g）との比較ではそ

の約３分の２に及んだ。逆に最も多かったのは

試験区１（粉砕バーク１０％混合区、１５㎝敷厚）

で、無処理区の約２倍であった。一方、被覆に

よる処理区（試験区４～７）のうち発生量が抑

えられたのは木炭の有無に関わらず敷厚が１０㎝

の試験区であったが、いずれも抑制効果は低か

った。これらの結果から、草本類の発生抑制を

目的として利用する場合、少なくとも土壌容積

に対し５０％以上の混合率かつ１５㎝以上の敷厚が

必要であると推測された。

写真－２ 試験に用いた粉砕バーク

図－１ 大腸菌の菌数の変化

図－２ クレブシェラ菌の菌数の変化
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今回の試験では、粉砕バークの防草効果をみ

たが、実際の施工の際には、施工目的や施工性・

コスト面を考慮した様々な施工法が考えられ

る。また、長期的にみた場合、バークは有機物

であり土壌処理後は分解が進むため効果の変化

が予測されることから、今後も継続調査を行う

必要がある。

� おわりに

現在、当研究所では大学や他の研究機関、民間企業との共同研究体制により、スギ樹皮の有効利用に

関する研究に取り組んでおり、今回の報告はその一部である。これまで廃棄物として処理されてきたス

ギ樹皮には、活性度の高い抗菌成分が含まれていることが報告１－２）されるなど、農林業以外の分野にお

いても今後、利用の可能性が大きく広がっている。また、スギ樹皮を始めとする木質系資源の循環型利

用は、森林・林業の活性化、ひいては地球温暖化防止にも寄与できるものである。このため、今後もよ

り幅広い分野との共同研究により木質系廃棄物の有効利用技術の確立と実用化を目指した研究推進が必

要である。

引用文献

１）芦谷竜矢ら：スギ樹皮抽出成分の特徴、木材学会誌４７：２７６－２８１（２００１）．

２）小藤田久義ら：スギ樹皮の抗菌活性とその関連成分、木材学会誌４７：４７９－４８６（２００１）．

図－３ 大腸菌群の菌数の変化
写真－３ 設定直後の試験区の状況

図－４ 黄色ブドウ球菌の菌数の変化

写真－４ ９か月経過後の試験区の状況

図－５ 各試験区の草本の発生種数と乾燥重量
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雄花着生量の少ない徳島スギ品種に係る材質調査報告

後藤 誠、細川 芳宏、三宅 裕司、阿部 正範

要 旨

雄花着生量の少ない徳島スギ品種の中の３品種について材質調査を行い、これまで県下

に一般的に普及してきた地スギと比較して材質特性を検討した。

その結果、幹曲がりについて３品種とも、地スギと比べ統計的に優れていた。製材品の

最大荷重・曲げ強さについては、三好３号と美馬５号が統計的に劣っていた。また、製材

品のヤング係数ついては、名西３号が統計的に優れていた。したがって、地スギと比べ材

質特性が優れていた雄花着生量の少ない徳島スギ品種は、名西３号であることが分かっ

た。

� はじめに

近年、国内の花粉症の８０％を占めるといわれるスギ花粉症者が増加１）している。スギ花粉症増加の原

因として、スギの拡大造林によってスギ花粉が増加したことが報告１）されている。

これに対応して徳島県でも、花粉症対策の一環として花粉の少ない（雄花着生量の少ない）スギ苗供

給計画が策定された。林木育種推進関西協議会により選抜された花粉の少ないスギ候補木３０品種の中か

ら、徳島県の４品種（美馬５号、名西３号、勝浦６号、三好３号）と高知県の７品種の計１１品種を選抜

して、採穂園造成をスタートさせた。そして将来は、この採穂園から生産される穂木を養苗して、スギ

花粉症対策の一環として山行苗の生産体制を図る計画である。

これらスギ品種は花粉が少ないことや苗木の活着率等については、ある程度明らかにされているが、

材質特性に関する報告は少ない。将来、花粉の少ないスギ品種を造林する林家などは、その品種の材質

特性を考慮して、これら品種の造林を決定すると考えられる。

そこで、徳島県の花粉の少ない４品種のうち、和食県有林内スギ検定林に生育していた３品種（美馬

５号、名西３号、三好３号）の材質調査を行った。また、これら３品種を、これまで県下に一般的に普

及してきた地スギと比較して材質特性を検討した。

� 調査及び試験方法

調査地は、那賀郡鷲敷町和食県有林内のスギ検定林３６年生である。調査地のスギ林は、昭和４２年３月

に造林され、その後２０年間、毎年１回下刈り、間伐は計４回、枝打ちが２mづつ打ち上げて計５回実

施された。

花粉の少ない４品種のうちの３品種と、対照木として地スギの計４品種を対象とした。供試本数は各

品種５本とした。

これら供試木を平成１５年１１月２７日に、胸高直径を計測後、上向きに伐倒した。その後、約８０日間林内

乾燥して、樹高と枝下高を計測後、採材して試験丸太として出材した。各試験丸太の元口から４m付

近で円盤を採取した。採取した円盤は、辺材と心材を切り分け生重量を測定した。また、円盤の中心か

ら４方向の円盤の径を心材・辺材別に測定した。その後、１０５℃で４８時間乾燥後、重量を測定し心材率

と含水率を求めた。
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試験丸太は平成１６年２月２４日に、末口・中央・元口の直径、丸太の長さと、元口から４m区間の最

大矢高を測定し幹曲がりを求めた。また、丸太の重量測定と、縦振動法により一次共振周波数を測定（ハ

ンドヘルド FFT アナライザー、小野測器社製CF－１２００）し、容積密度から丸太の動的ヤング係数を求

めた。

その後、試験丸太を１２５×３６×４，０００㎜の板に製材し、各品種の中から比較的欠点の少ない１０枚、計４０

枚を選別した。これらを長さ２mに切断し、各品種２０枚で実大曲げ強度試験（木材実大強度試験機、

島津製作所社製UDS－１００S型）を行った。試験終了後、試験後の材を幅５㎝程度に切り、１０５℃で４８

時間乾燥して含水率を求めた。

� 結果と考察

試験木及び丸太測定結果（胸高直径、樹高、幹曲がり、心材率）を表－１に示した。

試験木の胸高直径については、花粉が少ない３品種とも地スギと比べて高かったが、検定の結果、有

意差は認められなかった。

試験木の樹高は、花粉の少ない品種では三好３号が高かった。樹高の低かった美馬５号と比較すると、

有意差が認められた。一方、花粉の少ない３品種と地スギを比較すると、有意差は認められなかった。

試験丸太の幹曲がりは、花粉の少ない３品種と地スギを比較すると、有意差が認められた。このこと

から、花粉の少ない３品種は、地スギと比べ通直性に優れているということが分かった。

試験丸太の心材率は、花粉の少ない品種では美馬５号が高かったが、地スギと比較すると有意差は認

められなかった。

試験丸太測定結果（含水率、容積密度、動的ヤング係数）を表－２に示した。

試験丸太の含水率については、美馬５号が高かったが、地スギと比較すると有意差は認められなかっ

た。

試験丸太の容積密度については、三好３号が高かったが、地スギと比較すると有意差は認められなか

った。

試験丸太の動的ヤング係数については、花粉が少ない品種を含め全ての品種で有意差は認められなか

った。

試験材の実大曲げ強度試験結果（最大荷重、曲げ強さ、ヤング係数、含水率）を表－３に示した。

試験材の最大荷重は、名西３号が高かった。名西３号は、地スギと比較すると有意差は認められなか

ったが、他の花粉の少ない２品種と比較すると有意差が認められた。

試験材の曲げ強さは、花粉が少ない品種では名西３号が高かった。名西３号は、地スギと比較すると

有意差は認められなかったが、他の花粉の少ない２品種と比較すると有意差が認められた。

試験材のヤング係数は、名西３号が高かった。名西３号は、地スギや他の花粉の少ない２品種と比較

しても有意差が認められた。

製材品の含水率は、美馬５号が高く、地スギや他の花粉の少ない２品種と比較しても有意差が認めら

れた。

今回の試験木及び丸太測定結果の中で、雄花着生量の少ない徳島スギ品種の材質特性を、県下に一般

的に普及してきた地スギと比較した特性を表－４に示した。

表－４より、雄花着生量の少ない徳島スギ３品種の材質は、地スギとほぼ変わらなかった。しかし、

幹曲がり（通直生）は、３品種とも地スギより優れていることが分かった。

また、同様に試験材の実大曲げ強度試験結果の中で、雄花着生量の少ない徳島スギ品種の材質特性を、

県下に一般的に普及してきた地スギと比較した特性を表－５に示した。
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三好３号と美馬５号は、地スギと比べ最大荷重、曲げ強さ、含水率とも材質が劣っていた。一方、名

西３号は、地スギと比べてヤング係数が優れていた。したがって、地スギと比較した雄花着生量の少な

い徳島スギ品種の材質特性は、名西３号が優れていることが分かった。

この調査で用いた試験木は、生育環境の条件や施業歴をある程度揃えることができたので、品種の遺

伝性の差が明らかになったのではないかと考える。

ただし、品種の材質特性は、遺伝性の他にも生育環境や保育の状況によって変化することが想定され

る。そこでこの調査結果が、県内の他の林地や他の保育条件に当てはまるかは不明である。

今回、検定林に生育していた徳島３品種についての材質特性を明らかにした。今後の課題として、採

穂園に導入される予定の他品種の材質特性等を明らかにしていく必要があると考えられる。そして、雄

花着生性、クローンの発根率や材質特性など総合的な判断のもとに、最適な雄花着生量の少ないスギ品

種の絞り込みが必要と考えられる。

引用文献

１）斉藤洋三・井手 武：花粉症の科学―話題のアレルギー病を探る―、p．１２（１９９４）、科学同人、

京都．

表－１ 試験木及び試験丸太測定結果

表－２ 試験丸太測定結果

表－３ 試験材の実大曲げ強度試験結果
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菌床シイタケ栽培におけるかき殻粉末の添加効果

阿 部 正 範

要 旨

かき殻粉末を菌床シイタケ培地に添加して、菌糸生長、子実体発生、子実体中のカルシウム含有量に

及ぼす効果について検討した。

その結果、かき殻粉末の添加による菌糸生長の促進効果は認められなかった。しかし、子実体発生量

は、かき殻粉末を添加することで増加した。子実体発生重量は２．０％添加区で最大となり、添加量が３．０％

になると発生重量、Mサイズ以上の発生個数が減少し、Sサイズと奇形の発生個数が増加する傾向とな

った。このことから、かき殻粉末の最適添加量は２．０％前後となることが明らかとなった。カルシウム

含有量は、菌柄部が菌傘部に比べて多いことが分かった。また、かき殻粉末の添加量に比例してカルシ

ウム含有量が増加し、対照区と比較して菌傘部では最大４．３５倍、菌柄部では最大５．６倍となった。

かき殻粉末は、増収効果とともに子実体中のカルシウム含有量を増やす効果があることが分かった。

� はじめに

食用キノコに対する亜鉛やカドミウムの吸収は、シイタケやヒラタケ、ナメコ、ブナシメジ、マイタ

ケについて報告されている１－３）。また、人間に対する栄養価の観点から、ヒラタケによる鉄の吸収効果

が報告されている４）。カルシウムは、ヒラタケ、ナメコ４－５）、ツクリタケ６）について、カルシウム塩添加

培地からの子実体中へのカルシウム吸収が報告されており、貝化石添加培地でエノキタケ７）、ナメコ８）、

ブナシメジ９－１０）、ヌメリスギタケ１１－１２）について子実体の増収効果やカルシウム含有量の増加が報告され

ている。また、かき殻粉末については、ヌメリスギタケ１３）で増収効果が報告されている。また、原田ら１４）

は炭酸カルシウム、ホタテ貝殻粉末、卵殻粉砕物について、ブナシメジで培養日数の短縮と増収効果を

報告している。菌床シイタケでは、カルシウム塩添加培地１５）とカニ殻粉末添加培地１６）で増収効果が報告

表－４ 地スギと比較した徳島スギ材質特性１

表－５ 地スギと比較した徳島スギ材質特性２
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されている。しかし、かき殻粉末については、菌床

シイタケの増収効果や実体中のカルシウム含有量の

変化について報告はされていない。かき殻粉末は果

樹、野菜の肥料として販売されており、安価で入手

も容易である。かき殻粉末の添加により増収効果や

カルシウム含有量が増加すれば、高収量で栄養価の

高いシイタケを栽培する上で有力な添加剤になると

思われる。そこで、かき殻粉末が子実体発生に及ぼ

す影響を子実体発生量と子実体中のカルシウム含有量を測定することで、かき殻粉末の菌床シイタケ栽

培の添加剤としての有効性を検討した。

� 材料と方法

１．供試菌及び接種源 菌株は、市販品種の北研６００号を供試した。接種源は、粒度が２０メッシュよ

り小さい広葉樹おが粉と栄養材として米ぬかを乾物重量比で５：１、含水率６２％に調整した培地に

供試菌を接種し、２１℃で６０日間培養したおが粉種菌を使用した。

２．かき殻粉末 かき殻粉末はサンライム（丸栄株式会社）を使用した。サンライムの主要表示成分

を表－１に示す。

３．供試培地と培地 pHの測定 培地材料は、３メッシュより大きい粒度と２０メッシュより小さい粒

度の広葉樹おが粉と米ぬか、ふすまを使用した。これらの材料を乾物重量比でそれぞれ５：５：１：

１に配合し、水道水で含水率を６２％に調整した培地を基本培地とした。

かき殻粉末の添加量は、基本培地重量の０．５、１．０、２．０、３．０％（培地絶乾重量の１．３、２．６、５．２、

７．８％）とし、対照区はかき殼粉末を添加していない試験区とした。片面に通気用フィルターを装

着した１．２㎏用のポリプロピレン製培養袋（ST－１２P－２５、株式会社シナノポリ）に培地を１kg 充

填後、１１７℃で９０分間殺菌し室温まで培地温度が低下後、接種源を１培地当たり１５g接種した。供

試培地数は各試験区１２培地とした。

培地 pHの測定は、培地生重量の２．５倍量の純水を加えて１０分攪拌し、１時間静置後 pH電極を用

いて行った。

４．培養、子実体の発生条件と採取 培地に種菌を接種後、温度２１℃、相対湿度６５％で９０日間培養を

行った。接種３０日後までは培養状況を確認するとき以外は暗黒で、それ以降は８００１ux の蛍光灯２

本による１日８時間の照明下で培養及び発生を行った。また、培地表面全体にシイタケ菌糸が蔓延

する日数を測定した。培養終了後の菌床は培養袋から取り出し菌床表面を水道水で水洗した後、温

度１７℃、相対湿度８５％の発生室で１次発生を行った。１次発生終了後、ただちに浸水処理による培

地への水分供給を行い２次発生に備えた。このように、発生終了後の培地への浸水処理を繰り返し

て４次発生までの子実体の発生状況を調査した。浸水処理時間は、１次発生と２次発生終了後が４

時間、３次発生終了後が８時間とした。

子実体の採取は内被膜が切れかかった時点で行い、子実体発生個数と重量及び形質を測定した。

なお、子実体の形質は菌傘直径５㎝以上を L、４㎝以上５㎝未満をM、３㎝以上４㎝未満を S、３

㎝未満及び奇形をOとした。

５．カルシウム含有量の測定 子実体のカルシウム含有量は発生次別に測定した。また、測定部分は

菌傘部と菌柄部に分けて行った。測定は子実体を乾式灰化法で試料調製後、ICP 発光分析装置（ICPS

－１０００３、㈱島津製作所）で行った。

表－１ かき殻粉末の主要成分

―１１―



� 結果と考察

サンライムの表示成分より、かき殻粉末は炭酸カ

ルシウムが主成分であることが分かった。シイタケ

菌糸による培地への蔓延日数を図－１に示す。炭酸

カルシウムを木粉培地に添加することで、ヒラタ

ケ５）、ブナシメジ１４）で菌糸生長促進効果が報告され

ている。しかし、炭酸カルシウムが主成分であるか

き殻粉末を菌床シイタケ培地に添加したところ、菌

糸が培地全体に蔓延する日数は、かき殻粉末添加区

と対照区で有意差は見られず、かき殻粉末の添加に

よる菌糸生長の促進効果は認められなかった。ヒラ

タケでの生長促進効果は、培地の初発 pHの上昇が

原因とされている。図－２に示すように、接種源を

接種する前のかき殻粉末添加培地の pHは５．６～６．７

であった。シイタケ菌の最適初発 pHは３．５～７．０１７）

と幅広いため、かき殼粉末の添加による培地 pHの

上昇は菌糸生長に影響を及ぼさなかったと考えられ

る。

４次発生までの子実体発生量を表－２に示す。かき殼粉末を培地に添加することで、増収効果が確認

された。原田ら１４）はブナシメジ栽培において、炭酸カルシウムを添加した培地で子実体の増収効果を報

告している。また、炭酸カルシウムが主成分である貝化石を培地に添加することでエノキタケ７）、ナメ

コ８）の増収効果が報告されている。関谷４）は、貝化石によるエノキタケの増収効果を培地 pHの上昇によ

って栽培環境が良好になったためとしている。これは、貝化石の添加による菌糸生長の促進効果と考え

られる。今回使用したかき殻粉末も炭酸カルシウムが主成分であるが、添加による菌糸生長促進効果は

認められなかったことから、菌床シイタケの増収効果は培地 pHの上昇が原因ではなく、カルシウムが

影響を及ぼしたと思われる。カルシウム塩の添加による菌床シイタケの増収効果は、加藤ら１５）により、

炭酸カルシウム、塩化カルシウム、水酸化カルシウムで報告されており、カルシウムがシイタケ子実体

の形成に何らかの形で寄与しているものと思われる。かき殻粉末の添加による増収効果は、発生重量に

ついては２．０％添加区が最大となった。添加率が３．０％となると発生重量は対照区よりも大きくなった

が、商品価値が高いとされるMサイズ以上の発生個数は、対照区と有意差が認められなかった。また、

商品価値の低いとされる Sサイズや奇形の子実体が多く発生した。このことから、かき殻粉末の添加

図－１ 菌糸蔓延日数
垂線は標準偏差を示す。(n＝１２）

図－２ かき殻粉末の添加が菌床培地の pHに及ぼす影響

表－２ かき殻粉末の添加がシイタケ子実体の発生量に及ぼす影響
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率は、２．０％前後が適していることが分かった。しかし、金子ら９）はブナシメジ２品種間で増収効果のあ

る貝化石添加率が異なると報告しており、菌床シイタケについてもかき殻粉末の最適添加率は、品種依

存性が高い可能性も否定できない。

図－３に発生次別の子実体中のカルシウム含有量を示す。子実体の部位別カルシウム含有量は、エノ

キタケで菌柄下部が菌傘部、菌柄上部に比べて高い値を示し７）、ナメコでも石付き部が菌傘部、菌柄部

に比べて高い値を示した８）とされている。菌床シイタケについても１次から４次発生を通して、対照区

では菌柄部が菌傘部の３．０７～４．０８倍、０．５％添加区が３．１７～４．４１倍、１．０％添加区が２．９７～５．５５倍、２．０％

添加区が２．３５～６．５５倍、３．０％添加区が２．７２～６．０１倍となり、菌柄部のカルシウム含有量が菌傘部より

も高くなる傾向を示した。このことから、培地に近い部位はカルシウム含有量が高くなることが分かっ

た。また、かき殼粉末の添加量に比例して子実中のカルシウム含有量は増加する傾向となった。しかし、

かき殻粉末を添加した培地での、かき殻に含まれるカルシウムの子実体への移行率を計算すると、０．５％

添加区で０．９３％、１．０％添加区で０．７０％、２．０％添加区で０．４８％、３．０％添加区で０．３９％となり、添加率

が高くなるほど移行率は低くなった。かき殻粉末の添加率が高くなると培地 pHが上昇するため、添加

した炭酸カルシウムの一部は、溶解せず結晶として培地内に残留すると考えられる。そのためカルシウ

ムの移行率が低下したと考えられた。田畑ら５）は、５％の各種カルシウム塩添加培地での子実体中のカ

ルシウム含有量は、カルシウム塩により異なり、ナメコでは、リン酸カルシウム＞硫酸カルシウム＞炭

酸カルシウム、ヒラタケでは、炭酸カルシウム＞硫酸カルシウム＞リン酸カルシウムの順で子実体中の

カルシウム含有量が高かったと報告している。また、塩によるカルシウム吸収量の違いは陽イオンの細

胞膜透過性の差としている。このことから、かき殻粉末は炭酸カルシウムが主成分であるが他のカルシ

ウム塩を使用することで、子実体中のカルシウム含有量がさらに増加することも考えられる。

かき殻粉末を培地に添加することで、子実体の増収効果とともに、子実体中のカルシウム含有量が増

加することが判明した。シイタケ自体はもともとカルシウム含有量が少ない食品であるため、かき殻粉

末の添加によりカルシウム含有量が増加しても栄養面での効果はさほど期待されるものではない。しか

し、品質面で他産地との差別化を図る上では、増収効果のあるかき殻粉末は有力な培地添加剤となると

考えられる。
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徳島すぎ足場板を利用した高信頼性構造用材の開発（�）
―保存処理集成材の強度と耐久性―

橋本 茂・仁木 龍祐（阿南農林事務所）

要 旨

ラミナに徳島すぎ足場板を用い、ACQ、AACで保存処理した後１０枚積層接着した。保

存処理前後、集成化時の動的ヤング係数を測定した。また、保存処理集成材の屋外暴露試

験を実施した。その結果、以下のことが分かった。�今回用いた水溶性木材保存剤の注入
量は、その種類によって差が無いことが分かった。�集成材の動的ヤング係数は、保存処
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理後のラミナの平均値とほぼ同じ値を示すことが分かった。�保存処理集成材の重量、寸
法、及び色差の経時変化は、無処理集成材より安定していることが分かった。

� はじめに

林業、木材産業の活性化を図るためには、木材の需要拡大、特に中目材（間伐材を含む）の有効利用

に取り組むことが重要な課題となっている。そこで、徳島すぎ足場板を用いた保存処理集成材の開発に

取り組んだ。その意義は、�住宅の外構部材や公園施設のほか土木用資材等に保存処理木材へ対するニー
ズが高まっており、県内にも保存処理工場が設置されていること、�県内には足場板が製材され流通し
ており、同じ規格のため集成材のラミナとしてそのまま利用できることである。開発に当たっては、保

存処理木材に適した接着剤、塗料を検討し、耐久性や強度性能に優れた集成材の製造技術を確立するこ

とを目的とした。

前報１）では、保存処理集成材に適した木材保存剤、接着剤及び塗料を検討し、集成材用ラミナの強度

性能を把握した。本報告では、集成化時の強度特性、試作した保存処理集成材の屋外暴露試験の経過状

況等を報告する。

なお、本研究は林野庁の大型プロジェクト「地域材を利用した高信頼性構造用材の開発」の一部とし

て実施したものである。また、本研究の一部は、日本木材学会中国・四国支部第１５回研究発表会（２００３

年９月、広島）において発表した。

� 材料と方法

１．保存処理集成材の試作 保存処理集成材の試作は、図－１に示す５工程により行った。まず最初

に、ラミナとして用いるスギ足場板を含水率が１５％以下になるまで人工乾燥する（工程１）。ベセ

ル法により保存処理を行い、風通しの良い場所で１週間程度養生する（工程２）。保存処理したラ

ミナを含水率が１５％以下になるまで人工乾燥する（工程３）。接着前にプレーナーにより接着面を

平滑に加工する（工程４）。木表と木裏の接着面が出来るように保存処理ラミナ１０枚を配置し、積

層接着する（工程５）。

２．ラミナの注入性と保存処理集成材の強度性能 供試材料には形状が木口面３５㎜×２４０㎜、長さ

４，０００㎜のスギ足場板を６０枚用いた。IF 型木材乾燥機（新柴設備社製、SKIF２０L)を用い、含水率が

１５％以下になるまで人工乾燥した。乾燥後、各２０枚ずつを銅・アルキルアンモニウム化合物系木材

保存剤（以下「ACQ」と表記）、アルキルアンモニウム化合物系木材保存剤（以下「AAC」と表記）

により保存処理し、残りの材料は無処理とした。保存処理は、加圧注入装置（ヤスジマ社製、SBK

－９００AB）を用い、前排気が、０．０８MPa、加圧が０．９８MPa、後排気が０．０８MPa とした。なお、保存

処理前と保存処理後に各ラミナの重量を測定し、注入量を算出した。保存処理したラミナは風通し

の良い場所で１週間程度養生した後、IF 型木材乾燥機中で含水率が１５％以下になるまで人工乾燥

した。その後、上ラム式コールドプレス（山本鉄工所社製、CTAL１１－１８０）を用い、１０枚ずつ積

層接着してACQ処理集成材、AAC処理集成材、無処理集成材を各２体ずつ作製した。保存処理前

後と集成化時にハンドヘルド FFT アナライザー（小野測器社製、CF－１２００）を用い、一次共振周

図－１ 保存処理集成材の製造工程
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波数を測定（図－１、写真－１）し、動的ヤング係数を算出した。なお、保存処理前に行った乾燥

後に動的ヤング係数を算出した結果、集成化した時に大きな強度差が生じないように材料の組み合

わせを行った。

３．保存処理集成材の耐久性 AAC、ACQで保存処理したスギ材及び無処理スギ材を積層接着し、

それぞれ３種類の塗料を塗布した後、周囲に遮蔽物のない屋外に設置した（写真－２）。ラミナ形

状を木口面３０㎜×２４０㎜、長さ９００㎜で１０枚接着したものを試験体とし、各条件毎に１体、計１２体を

作製した。試験体の作製は、Ⅱ２と同様に行った。屋外に設置（２０００年４月）する前に、分光測色

計（ミノルタ社製、CM－２００２）を使用し、L＊a＊b＊表色系により１試験体当たり２４か所を測色した。

また同時に、幅、高さ及び長さ方向の寸法と重量を測定した。その後、１年経過するまでは１か月

毎に、それ以降は３か月毎に同様の測定を実施した。

� 結果と考察

１．ラミナの注入性と保存処理集成材の強度性能 保存処理剤別注入量の出現頻度は、ACQ処理材、

AAC処理材ともに６００㎏／m３以上６２０㎏／m３未満が最も多く、全体の３０％を占めていた（図－２）。

また、各ラミナの平均注入量は、ACQ処理材が５９１．７㎏／m３（最小値５３１．９㎏／m３、最大値６３６．３㎏

／m３）、AAC処理材が５８３．８㎏／m３（最小値５２０．５㎏／m３、最大値６４０．５㎏／m３）であった。JISA９００２

木材の加庄式防腐処理方法に規定されている注入量（２００㎏／m３以上）の２．６～３．２倍の値を示して

いた。注入量のみから判断はできないが、少なくとも製造段階における耐久性能の付与は確実に行

われていると推察された。また、今回の実験に用いた水溶性木材保存剤の種類による注入量の差は

ほとんど認められなかった。

保存処理したラミナの平均動的ヤング係数とそれを用いて作製した集成材の動的ヤング係数は、

写真－１ 一次共振周波数の測定状況 写真－２ 保存処理集成材の屋外暴露試験の状況（３６か月後）

図－２ 保存処理剤別注入量の出現頻度 図－３ 集成化による平均動的ヤング係数の変化
＊保存処理前後の値はラミナの平均値
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ほぼ同じ値を示していた（図－３）。このことから、集成材ラミナの平均強度値が集成材自体の強

度値に反映されることが示唆された。さらに、保存処理することによって動的ヤング係数に与える

影響は無いことが分かった。

２．保存処理集成材の耐久性 保存処理集成材の重量変化は、無処理集成材と比較して少ない傾向を

示した（図－４）。３６か月後までの重量変化率は、ACQ処理集成材で－４．０～４．５％、AAC処理集

成材で－３．７～１．７％、無処理集成材で１．３～７．０％であった。無処理集成材の変化率は多い時で７．０％

まで増加し、３６か月後では全ての試験体が増加した。一方、保存処理集成材の３６か月後の重量変化

率は、ACQ処理材に塗料１を塗布した試験体を除いて全て減少し、暴露開始時よりもやや減少す

る傾向がみられた。しかし、一時的に増加する試験体もあり、その最大増加率は４．５％であった。

また、暴露開始から１２か月後までの重量変化は８月頃にかけて減少し、その後徐々に増加するが、

再び２月頃から減少し始める傾向があった。それ以降２４か月後までの重量変化は、秋頃までは増加

し、その後減少する傾向がみられた。しかし、それ以降３６か月後までの重量変化は、秋頃までは減

少し、その後増加する傾向がみられた。

保存処理集成材の幅方向の寸法変化は、無処理集成材と比較して少ない傾向を示した（図－５）。

３６か月後までの幅方向の寸法変化率は、ACQ処理集成材で－０．５～０．６％、AAC処理集成材で－０．６

～０．５％、無処理集成材で０．３～１．２％であった。無処理集成材の変化率は多い時で１．２％まで増加し、

３６か月後では全ての試験体が増加した。また、重量変化と同様の季節変動がみられた。

保存処理集成材の高さ方向の寸法変化は、無処理集成材と比較して少ない傾向を示した（図－

６）。３６か月後までの高さ方向の寸法変化率は、ACQ処理集成材で－０．３～１．１％、AAC処理集成

材で－０．４～０．５％、無処理集成材で－０．１～１．５％であった。無処理集成材の変化率は多い時で１．５％

まで増加し、３６か月後では全ての試験体が増加した。また、重量変化等と同様の季節変動がみられた。

保存処理集成材の色差の変化は、無処理集成材と比較して少ない傾向を示した（図－７）。特に、

ACQ処理集成材の色差は小さく、無塗装の試験体でも同様の結果が得られた。３６か月後における

色差は、ACQ処理集成材で４．９３～７．５７、AAC処理集成材で９．６８～１７．６７、無処理集成材で１１．７９～

２６．００であった。塗料１を塗布した試験体の色差は変化が少なかった。

図－４ 屋外暴露試験体の重量変化
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� おわりに

保存処理集成材の利点は、ラミナ段階で木材保存剤を注入処理するため、材料の深部にまで木材保存

剤を注入することができる。そのため、同じ断面の材料を保存処理したものと比較した場合、高い耐久

性を付与することが可能になると思われる。また、屋外における耐用年数がより長くなることによって、

従来では使用が困難であった耐久性が要求される箇所等にも利用でき、用途の拡大につながることが期

待される。

今回の試験で、保存処理集成材用ラミナの注入性について、２種類の水溶性木材保存剤の注入量に差

が無いことが分かった。また、保存処理集成材の強度特性について、集成化した場合の強度は、各ラミ

ナを平均化した値を示すことが分かった。さらに、保存処理集成材の耐久性について、その重量、寸法、

及び色差の経時変化は、無処理集成材より安定していることが分かった。今後の課題は、耐朽性・耐候

性等を継続調査して明らかにするとともに、強度性能の経時変化を調査して耐用年数との関係を把握し

図－５ 屋外暴露試験体の幅方向の寸法変化

図－６ 屋外暴露試験体の高さ方向の寸法変化
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たいと考えている。
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図－７ 屋外暴露試験体の色差変化

―１９―



徳島県立農林水産総合技術センター
NO．３ 森林林業研究所研究報告

平成１６年６月２５日印刷 非売品
平成１６年７月１日発行

編集兼発行者 徳島県徳島市南庄町５丁目６９番地
森林林業研究所
〒７７０－００４５
�０８８－６３２－４２３７

印 刷 所 徳島市問屋町１６５
協業組合 徳島印刷センター
〒７７０－８０５６
�０８８－６２５－０１３５


	森林林業研究所研究報告第３号　表紙
	大苗造林によるシカ食害対策に関する研究（Ⅱ）— 簡易な皮剥防護資材の効果—
	Ⅰ　はじめに
	Ⅱ　方法
	Ⅲ　結果と考察
	Ⅳ　おわりに

	スギ樹皮の有効利用法に関する試験
	Ⅰ　はじめに
	Ⅱ　試験方法
	Ⅲ　結果と考察
	Ⅳ　おわりに

	雄花着生量の少ない徳島スギ品種に係る材質調査報告
	Ⅰ　はじめに
	Ⅱ　調査及び試験方法
	Ⅲ　結果と考察

	菌床シイタケ栽培におけるかき殻粉末の添加効果
	Ⅰ　はじめに
	Ⅱ　材料と方法
	Ⅲ　結果と考察

	徳島すぎ足場板を利用した高信頼性構造用材の開発（Ⅱ）— 保存処理集成材の強度と耐久性—
	Ⅰ　はじめに
	Ⅱ　材料と方法
	Ⅲ　結果と考察
	Ⅳ　おわりに

	奥付


